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はじめに

当社は「Quality of Lifeに貢献する最高の資産運用会社へ。」を経営理念に、「Be Active.」をブランドメッセージに掲げ、投資を通じて社会・企業・人の可能性を

引き出すことを目指してきました。プロフェッショナルが自ら考え、行動し、挑戦し続ける姿勢こそが、当社の競争力の源泉であり、お客さまへの提供価値の基盤です。

当社は、受託者責任を最も重要な価値観と位置づけています。お客さまの期待を長期的に上回る運用成果と、本当に必要とされるソリューションを提供できているか

どうかを、常に判断軸としています。インパクト投資やサステナビリティについても、お客さまにとって重要な情報を、中立で正確な説明と検証可能なレポーティング

を通じて、責任ある情報開示に取り組んでまいります。

運用力の一層の強化は、これまでも、そしてこれからも当社の最優先事項です。国内外のお客さまからの信頼を背景に運用資産残高を伸ばしており＊、投資信託の

外部評価でも2年連続最多受賞という評価をいただきました。これは、長期にわたり超過収益を創出してきた証しであると同時に、今後も運用力を磨き続ける責任

だと考えています。

上場株インパクト投資も、当社のこうした姿勢を象徴する取り組みのひとつです。日本の再成長に資することを明確な意図とし、

AIをはじめとする最新のテクノロジーを運用の現場に実装することで、財務リターンと社会的価値創出の双方を妥協なく

追求し、より多くのお客さまにその価値をお届けできる投資の確立に本気で挑戦してきました。

本インパクトレポートは、こうしたアクティブ運用力とインパクト評価のノウハウ、データ・AIを活用するテクノロジー、そして

お客さまの課題解決に向けたソリューション創出力を統合した、「再現性のある運用技術」のケーススタディとして、多くの

皆さまに広く感じ取っていただければ幸いです。

＊ 当社の投資顧問資産運用残高のうち、約４分の１が海外のお客さまです（2025年9月末における時価ベース）。
代表取締役社長 兼 CEO

荻原 亘

https://www.smd-am.co.jp/corporate/investment/
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インパクト投資は、この数年でフレームワークが整備され、先進的な海外事例も広く共有されてきました。一方で、インパクトの意図や経済性との関係、測定や

レポーティングの在り方など、なお実務の現場には解き続けるべき論点が多く残されています。

当社は、2016年から上場株インパクト投資ファンドを取り扱い＊1、自社運用の経験と国内外のインパクト・コミュニティでの議論も通じて、こうした論点に正面

から向き合ってきました＊2。

一般には、インパクトとリターンのトレードオフや、成果が現れる時間軸と投資家の期待とのミスマッチが難しさとして語られます。私たちは、そうした課題の一部には

プロダクト・ストラクチャーの工夫によって応えうると考えるとともに、本インパクト投資戦略では、とりわけポートフォリオの運営という次元での技術に重きを置いて

きました。まず、インパクトを創出する企業群を「投資候補群」として定義し、その中からどの企業をどの程度組み入れるかを、一般のアクティブ運用と同様のケイパ

ビリティで選び取る――この２段階を明確に分けている点が、本戦略の特徴です。

インパクトを前提としたユニバースの中でも、マーケット・エクスポージャーやリスク特性を精緻に調整し、ポートフォリオ全体としてのリスク・リターン・プロ

ファイルを設計する。お客さまのために「あと“1bp”へのこだわり」を持ち、インパクトと財務リターンが相互に強みとなりうる投資機会を選び抜き、企業との建設的な

対話を通じてそのシナジーを高めていくことは、当社のアクティブ運用においてまさに日常業務（business as usual）です。

本インパクトレポートでは、こうした考え方を背景に、本ファンドの運用プロセスやインパクト評価の取り組みをご紹介します。

インパクト投資とアクティブ運用の両面における継続的な実践と学びのプロセスの一端を、今後の対話の出発点として

いただければ幸いです。

＊1 �残高100億円超の日本の公募投信のうち、最も長い歴史を持つインパクト投資ファンドは、当時の上場株インパクト投資の先駆者と連携し2016年
8月に当社が設定した「世界インパクト投資ファンド」です。

＊2 �例えば当社は、インパクト成果の報告に関する共通の期待値を定めたグローバルな枠組みである「インパクトパフォーマンス報告規範」に、Founding 
Adopterとして参画しました。

責任投資推進室長

熊谷 茜

https://impactreporting.org/learning-hub/founding-adopters/
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ファンドマネージャーからのメッセージ

日本社会・経済を形容することばの一つに「失われた30年」ということばがあります。私はバブル末期に生まれ、まさにこの時代を生きてきましたが、次世代を
生きる子どもたちのために“失われた時代”が続かぬよう、「インパクト投資」を通じて社会課題の解決に貢献し、よりよい社会を残す一助となりたいと考えています。
インパクト投資とは、社会的な課題解決の「意図」を持った投資であり、課題解決への「貢献」が求められます。我々は投資先企業との対話を通じて、企業が生み出す
社会的な価値が最大化されるよう尽力しています。また、当レポートを含む情報発信などを通じて、インパクト投資の普及にも貢献しています。

当レポートでは、2024年11月に立ち上げた「日本株インパクト投資戦略」（以下「当戦略」）の理念や投資手法に加え、当社が開発した日本におけるインパクト投資の
指標ツール「SMDAM＊インパクトマップ」についてご紹介いたします。レポートを通じて当戦略および、上場株インパクト投資の普及に向けた当社の取り組みに
ついてご理解を深めていただければ幸いです。

日本株インパクト投資戦略
当戦略は、「次世代を担う子どもたちのためによりよい社会を残す」を理念とし、特に「人口構造の変化」、「社会インフラの老朽化」、「気候変動と災害防止」の3つの
社会課題に着目しています。
当戦略ではこれらの課題解決に貢献する企業を厳選し、投資やエンゲージメントを行うことで課題解決に貢献していきます。
また、これらは日本社会が抱える大きな課題であるため、課題解決に資する企業に投資を
することで投資リターンも獲得し、金融商品としてのサステナビリティも担保できると
考えています。

SMDAMインパクトマップ
上場企業のインパクト投資は日本においてまだ普及段階にあります。しかし、上場企業
には日本を代表する企業が多く含まれ、サプライチェーンのすそ野も広いため、日本
社会がよりよい方向へ向かうには上場株のインパクト投資が広まり、企業・投資家双方が
インパクト志向を持つことが重要であると考えています。そのような考えのもと、当社では
日本株インパクト投資の分析に使用可能な指標ツール（SMDAMインパクトマップ）の
開発に挑みました。
＊SMDAMとは、当社の英文社名Sumitomo Mitsui DS Asset Management Company, Limitedの略称

写真はイメージです。
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運用体制

運用サポート体制

木村　忠央
運用部 バリューグループ 企業価値型 チーフファンドマネージャー

1994年4月　山一証券投資信託委託入社

1998年2月　さくら投信投資顧問（現：三井住友DSアセットマネジメント）入社

山一証券投資信託委託以来、主として投信のアクティブ運用に携わり、特に中小型株運用や高配当株運用を強みとする。

責任投資推進室
総勢12名。ESGの観点やスチュワードシップ責任等を含む広義の受託者責任が適切に果たされる体制です。

スチュワードシップ活動に係る調査・分析、活動方針の企画・立案を行います。

企業調査グループ
総勢19名。投資判断のための情報収集・分析・評価を行います。定期調査活動の一環としてのESG課題の

ヒアリングを実施しています。

芳村 俊平
運用部 バリューグループ 企業価値型 シニアファンドマネージャー

2018年 大和住銀投信投資顧問（現：三井住友ＤＳアセットマネジメント）入社

入社以来一貫して日本株式の運用業務に従事（2018年7月〜2022年7月：アナリスト、2022年8月〜：ファンドマネージャー）。

幅広い業種の企業調査を行い、エンゲージメント活動やESGの調査・分析も担当

［2025年12月31日現在］
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Ⅰ 日本株インパクト投資戦略
⑴ インパクトテーマ
理念：「次世代を担う子どもたちのためによりよい社会を残す」

少子高齢化の進展と社会インフラの老朽化から、次世代によりよい社会を残すためには社会構造（ソフト）・社会基盤（ハード）ともにアップデートが必要と考えて
います。また、持続可能な社会を構築するためには気候変動や災害への対策強化も必要です。

これら3つのテーマは規模が大きいため、社会のサステナビリティ向上に重要なだけでなく、企業の成長機会にもなり得ると考えています。

当戦略では、これら３つの課題解決に貢献する企業へ投資を通じて、日本社会のサステナビリティ向上と投資リターンの獲得を目指します。

人口構造の変化
日本社会は急速に少子高齢化が進展し、それに伴い様々な課題が生じています。
総務省のデータ＊によると、2024年の65歳以上の高齢者は総人口の29.3%を占めており、今後も増加が予想されています。当社では人口構造の変化に対応する
ために働き方や医療、介護サービスの効率化など様々な社会システムのアップデートが必要であると考えています。
＊ 出典：総務省統計トピックスNo.142統計からみた我が国の高齢者（2024年9月15日）

課題例
労働力不足：
労働人口の減少により人手不足が深刻化することで、企業の生産性や競争力が低下するリスクが生じています。そのため、省人化設備などの生産性向上に資する
投資の必要性が高まっています。また、育児や介護と仕事の両立など、様々な人が働きやすい世の中へ働き方を多様化させる必要があると考えています。

地域社会の衰退：
若者の都市部への流出と高齢化が進み、地域社会が衰退しています。
急速な人口減少が進む中で、公共サービスを維持するためには地域ごとのニーズに応じた施策や行政のDX化などの効率化が必要です。

医療・介護サービスの質と量の確保：
高齢化の進行に伴い、医療・介護サービスの需要が増加していますが、医療従事者や介護職の不足、施設の老朽化などにより、サービスの質と量の確保が困難と
なっています。サービスの質を保ちつつ、需要に応えるためには医療・介護分野における生産性向上や働き方改革も重要です。
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人口構造の変化に端を発する諸課題の解決に貢献が見込まれるアウトプット例と貢献経路

スマート農業機械・自動化システム

OUTPUT 自動走行トラクター、農業用ロボット、ドローン、選果・選別自動化ラインなどの省人化・自動化
機器

OUTCOME 農作業の自動化・省力化による労働生産性の向上と、精密作業による作業効率の改善

Path
to

Goal

WHAT 熟練技術に依存しない自動化・機械化により、農作業の省人化と高速化を
実現する。

WHO 労働力不足や高齢化に直面している農業従事者および大規模農業法人。

HOW MUCH 作業時間の短縮、単位労働時間あたりの収穫量・作業面積の拡大。

CONTRIBUTION
労働力不足というボトルネックを解消し、規模拡大を可能にすることで、
戦略目標である「生産性の向上」に直接的に貢献する。また、精密な作業に
より資材の無駄を省き「資源の効率的利用」を促進する。

RISK 導入に伴う初期投資コストの負担、および機械操作やメンテナンスに
関する技術習得のリスク。

病院経営・業務効率化DX

OUTPUT 自動精算機・再来受付機、病院向け物流管理システム、レセプト点検ソフト、医療事務支援
サービス

OUTCOME 医療従事者の事務作業負担軽減、待ち時間短縮、および病院経営の健全化

Path
to

Goal

WHAT 非医療業務（会計、受付、物流、請求）をデジタル技術で自動化・効率化する。

WHO 医療事務スタッフ、病院経営者、患者。

HOW MUCH 事務作業時間を削減し、医療従事者が患者ケアに向き合う時間を最大化する。

CONTRIBUTION 労働集約的な業務プロセスを改善し、医療現場の働き方改革とサービス
品質向上を両立させる。

RISK システム導入による初期コストや、業務フロー変更に伴う現場の混乱。

製造・ファクトリーオートメーション（FA）システム
OUTPUT 産業用ロボット、協働ロボット、高精度工作機械、AI外観検査装置、IoT生産管理システム

OUTCOME 製造現場における省人化、生産プロセスの自動化、および品質の安定化

Path
to

Goal

WHAT 組立、加工、検査、搬送などの製造工程にロボットやAI技術を導入し、作業の
自動化と高度化を実現する。

WHO 製造業の現場作業員、生産管理者。

HOW MUCH 生産ラインの稼働率を最大化し、不良品率を低減させるとともに、人手
不足を補う大規模な省人化を実現する。

CONTRIBUTION
危険作業や反復作業を機械が代替することで、熟練工の技能継承や生産
プロセス改善といった高付加価値業務へ人的リソースをシフトさせ、
製造業の競争力を強化する。

RISK 初期投資の大きさ、既存ラインとの統合の複雑さ、専門技術者の不足。

多様な雇用形態とインクルーシブな人材活用

OUTPUT 人材派遣・紹介サービス、フリーランス・副業マッチングプラットフォーム、障がい者・高齢者
雇用支援、外国人就労支援

OUTCOME 個人の属性や希望条件に合致した就業機会の創出、労働市場の流動化、多様な人材の社会参画

Path
to

Goal

WHAT フルタイム勤務が困難な層や特定のスキルを持つ個人に対する、柔軟な
契約形態や就労機会の提供。

WHO 育児・介護中の人、シニア、障がい者、外国人、フリーランス等の多様な
求職者。

HOW MUCH 就業機会の創出数、労働参加率の向上、雇用のミスマッチ解消。

CONTRIBUTION
個人のライフステージや能力に応じた働き方を選択可能にすることで、
潜在的な労働力を市場に呼び込み、人手不足の解消と社会全体の生産性
向上に寄与する。

RISK 雇用の不安定化、労働条件や待遇の格差。

物流DX・サプライチェーン最適化ソリューション

OUTPUT AI・IoT・ロボティクスを活用した自動倉庫システム、配送ルート最適化プラットフォーム、
倉庫管理システム（WMS）、および3PL/4PL等の統合物流サービス

OUTCOME 物流業界における深刻な労働力不足の解消、サプライチェーン全体の可視化と効率化、配送
リードタイムの短縮およびコスト削減

Path
to

Goal

WHAT 物流プロセスの自動化・省人化およびデジタルツインによる最適化（在庫
削減、稼働率向上）

WHO 荷主企業、物流事業者、倉庫作業員（労働負荷軽減の対象）

HOW MUCH 物流コストの削減率、作業時間の短縮量、ミス発生率の低減、処理能力
（スループット）の向上

CONTRIBUTION 人手に依存していた物流プロセスをデジタル技術で代替・支援することで、
労働人口減少下でも経済活動を維持・発展させる生産性向上を実現する。

RISK システム連携の複雑さに伴う実装遅延リスク、サイバー攻撃による物流
停止リスク

OUTPUT：企業の製品やサービス　OUTCOME：事業活動を通じて社会にもたらされる便益や影響　Path to Goal：課題解決に貢献する経路
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社会インフラの老朽化

日本の経済成長を支えてきたインフラは、建設から数十年が経過し多くの施設が老朽化しています。例えば、国土交通省のデータ＊によると、2023年時点で全国の

道路橋の37%、水道管路の9%が建設から50年が経過していて、2040年にはそれぞれ75%、41%へ加速度的に経年化率が上がる見通しです。生活基盤を維持

するために戦略的なインフラの維持管理・更新が求められています。そのためには人手不足や建築費の高騰などに対応する効率的な運営や施工が求められます。

＊ 国土交通省「社会資本の老朽化の現状と将来‐インフラメンテナンス情報」

課題例
安全性の確保：

2012年に山梨県で発生した笹子トンネルの天井板崩落事故や、2025年に埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故のように、老朽化したインフラは事故や災害時に

被害を拡大させるリスクがあります。インフラの寿命を延ばし、持続可能性を高めるためには予防保全の実施や新技術などを活かしたメンテナンスの高度化が

重要です。

経済的影響：

老朽化したインフラの維持・修繕には莫大な費用がかかります。これにより、地方自治体や国の財政に大きな負担がかかるだけでなく、インフラ整備に必要な投資が

他の重要な社会課題への対応を妨げることもあります。また、インフラの老朽化が進むと、企業活動にも支障が出るため、経済全体の競争力が低下するリスクが

あります。効率的な資金投入や経済性の高い資材、工法の開発が重要です。

地域社会への影響：

特に地方においては、インフラの老朽化が地域の衰退を加速させる要因となっています。例えば、老朽化した公共交通機関の維持が困難となり、住民の生活の

質が低下することが考えられます。さらに、若者が都市部に流出することで、地域社会の活力が失われるリスクもあります。地域ごとの特性に応じた施策が必要です。
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社会インフラの老朽化に端を発する諸課題の解決に貢献が見込まれるアウトプット例と貢献経路

道路・橋梁・トンネルの保全・更新工事
OUTPUT 老朽化した道路・橋梁・トンネル等の補修・補強工事および長寿命化技術の提供

OUTCOME 交通インフラの機能回復・長寿命化による輸送ネットワークの安全性確保と国土強靭化

Path
to

Goal

WHAT 特殊工法や高耐久材料を用いた補修・更新工事を実施する。

WHO 道路・交通利用者および地域住民に対し、安全な移動経路を確保する。

HOW MUCH インフラの耐用年数を延長し、将来的な更新コストと工事に伴う交通規制
期間を削減する。

CONTRIBUTION 老朽化インフラの物理的な再生を通じて、持続可能なインフラ機能を
提供する。

RISK 工事中の交通渋滞発生や、想定以上の内部劣化による工期・コストの増加。

建設資材・高機能材料および建設機材
OUTPUT 高耐久コンクリート、鋼材、塗料、建設機械、仮設機材などのインフラ整備・補修用製品

OUTCOME インフラ構造物の耐久性向上によるライフサイクルコスト低減と、施工現場の生産性・安全性
向上

Path
to

Goal

WHAT 耐食性・耐震性に優れた資材や効率的な建設機械を供給する。

WHO 建設会社およびインフラ管理者による施工の質と速度を向上させる。

HOW MUCH 構造物の劣化進行を遅らせ、メンテナンス頻度を低減（長寿命化）させる。

CONTRIBUTION インフラの物理的な基盤強化を通じて、長期的に安定した機能提供を
可能にする。

RISK 原材料価格の高騰や供給不足による工期の遅れ。

AI・ビッグデータ活用による診断・予測システム

OUTPUT 劣化診断AIシステム、予兆保全ソリューション、3D点群データ処理ソフト、インフラ管理
プラットフォーム

OUTCOME 診断精度の平準化・向上、劣化予測に基づく補修計画の最適化、熟練技術者のノウハウ継承

Path
to

Goal

WHAT 収集されたデータをAIやビッグデータ解析技術で分析し、人間の目視や
経験に頼っていた診断プロセスを自動化・客観化する。

WHO インフラ維持管理担当者に対し、意思決定の支援を提供する。

HOW MUCH 診断にかかる時間を短縮しつつ精度を向上させ（Depth）、過剰または
過少な補修を防ぎライフサイクルコストを最適化する（Scale）。

CONTRIBUTION 膨大なデータから劣化傾向を可視化することで、デジタル技術ならではの
「予測」に基づく高度なインフラマネジメントを実現する。

RISK 学習データのバイアスによるAIの誤診や、ブラックボックス化による判断
根拠の不明瞭さ。

建設・測量におけるICT・デジタルツイン技術
OUTPUT ICT施工ソリューション、3D測量機、BIM/CIMシステム、デジタルツイン構築

OUTCOME 施工段階からのデータ蓄積による維持管理への円滑な連携、建設生産性の向上

Path
to

Goal

WHAT 建設・測量段階で3次元データやICT建機を活用し、高精度な施工とデジ
タルデータの取得を行う。

WHO 建設業者および将来の維持管理者。

HOW MUCH 竣工時の正確なデジタルデータを維持管理フェーズに引き継ぐことで、
将来の点検・診断の効率を大幅に向上させる。

CONTRIBUTION インフラのライフサイクル全体を見据え、建設段階からデジタル情報を
活用することで、長期的なマネジメントの高度化に貢献する。

RISK データ形式の互換性欠如や、デジタルツールを扱える現場人材の不足。

建設自動化・ロボティクスソリューション
OUTPUT 自動化・遠隔操作機能を備えた建設機械、施工ロボット、および自律移動型現場支援デバイス

OUTCOME 熟練労働者不足の解消、危険作業からの作業員解放による安全性向上、および施工プロセスの
劇的な効率化

Path
to

Goal

WHAT 建設機械の自動運転技術や施工ロボットを導入することで、従来人手に
頼っていた作業を機械化・自動化する。

WHO 建設現場の作業員に対し、肉体的負担の軽減と危険作業からの回避を
提供する。

HOW MUCH 作業時間の短縮、24時間稼働の可能性拡大、および労働災害発生率の低減
を実現する。

CONTRIBUTION
労働力不足というボトルネックを技術で解消し、インフラ建設・更新の

「生産性」を飛躍的に向上させるとともに、機械化による施工精度の均一化
で「品質」を確保する。

RISK 導入コストの増大や、オペレーターへの高度な技術習得の必要性。

先進的土木工法・更新エンジニアリング

OUTPUT 都市部や難条件下での施工を可能にする特殊トンネル工法、橋梁・インフラの大規模更新技術、
耐震補強工法

OUTCOME 都市機能を維持したままでのインフラ更新、災害に対するレジリエンス強化、および難工事に
おける安全性確保

Path
to

Goal

WHAT 圧入工法や特殊シールド工法などの先進的エンジニアリングを用い、
既存インフラへの影響を最小限に抑えつつ更新・建設を行う。

WHO 都市生活者や災害リスク地域に対し、強靭で持続可能な社会基盤を提供
する。

HOW MUCH 工事に伴う社会的損失（渋滞等）の低減、耐震性能の向上レベルを達成する。

CONTRIBUTION 老朽化したインフラを新技術で効率的に「更新」し、現代の基準に適合した
「品質（安全性）」を確保することで、社会基盤の持続可能性に貢献する。

RISK 地盤条件等の不確実性による工期・コストの変動。

OUTPUT：企業の製品やサービス　OUTCOME：事業活動を通じて社会にもたらされる便益や影響　Path to Goal：課題解決に貢献する経路
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気候変動と災害防止

日本は世界有数の地震大国であるうえ、地理的な条件から台風も多く、災害が多発しやすい国です。また、気候変動により水害のリスクも高まっているため、災害

への対策や、災害から早期に復旧できる体制づくりが欠かせません。

気象庁の統計＊によると、1976年の統計開始以降、1時間降水量50mm以上の「非常に激しい雨」の年間発生回数は増加傾向にあり、直近10年間では統計開始

当初と比較して約1.5倍に達しています。気候変動の要因となる温室効果ガスの削減は世界全体で取り組むべき喫緊の課題です。当社では、脱炭素社会の実現に

向けた取り組みと並行して、激甚化する災害から社会を守るための強靭なインフラやシステムの構築が不可欠であると考えています。

＊ 気象庁「大雨や猛暑日など（極端現象）のこれまでの変化」

課題例
防災システムの高度化：

台風の大型化や線状降水帯の発生頻度増加により、風水害による被害規模が拡大しています。従来のハードウェア（堤防やダムなど）による対策に加え、AIやIoTを

活用した高精度な気象予測、リアルタイムの被害状況把握、避難誘導の最適化といったソフトウェア面での防災・減災ソリューションの強化が必要です。

脱炭素社会への移行とエネルギーの安定供給：

気候変動の要因である温室効果ガスの削減は待ったなしの課題です。しかし、再生可能エネルギーへの転換を進める中で、発電量の変動に対する調整力の確保や、

送電網の増強といった課題が顕在化しています。エネルギー安全保障を確保しつつ脱炭素を進めるためには、蓄電池技術の向上や、水素・アンモニア等の次世代

エネルギー活用など、エネルギーシステムの効率化と強靭化が求められています。

産業と地域経済のレジリエンス向上：

気候変動は企業のサプライチェーンにも甚大なリスクとなり得ます。災害による工場の操業停止や物流の寸断は、日本経済全体の停滞を招く可能性があるため

です。また、気温上昇による農作物や生態系への影響も深刻化することが想定されます。脱炭素化への取り組みを進めると同時に、気候変動による影響を軽減

させるための取り組みも重要だと考えています。
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気候変動と災害防止に端を発する諸課題の解決に貢献が見込まれるアウトプット例と貢献経路

再生可能エネルギー発電事業および運営
OUTPUT 太陽光、風力（陸上・洋上）、バイオマス、地熱、水力などの再生可能エネルギー発電所の開発、保有、

運営および電力供給。

OUTCOME 化石燃料に依存しないクリーンな電力供給量の増加、温室効果ガス排出量の削減、エネルギー自給率
の向上。

Path
to

Goal

WHAT 化石燃料由来の電力から再生可能エネルギー由来の電力への代替（脱炭素化
された電力供給）。

WHO 電力系統利用者（一般家庭、産業界、地域社会）、日本全体のエネルギーシステム。

HOW MUCH
再生可能エネルギー発電所の新規開発および既存の発電施設からの置き換え
総発電電力量（kWh）の増加により、電源構成における再エネ比率を直接的に
引き上げる。

CONTRIBUTION 大規模な再エネ電源の開発・運営は、電源構成の物理的な変革であり、主力
電源としての地位確立に最も直接的かつ不可欠な貢献を果たす。

RISK 天候による発電量の変動リスク（間欠性）、立地制約や地域住民との合意形成の
遅延、自然災害による設備損壊リスク。

グリッド安定化・VPP・エネルギーマネジメントシステム
OUTPUT 系統用大型蓄電池、VPP（仮想発電所）プラットフォーム、EMS（エネルギーマネジメントシステム）、

需給調整ソリューション
OUTCOME 分散型エネルギーリソースの統合制御による電力需給バランスの最適化と系統安定化

Path
to

Goal

WHAT 点在するエネルギーリソース（蓄電池、再エネ等）をIoT技術で束ね、一つの発電所
のように制御するシステム。

WHO 電力系統運用者、アグリゲーター、地域コミュニティ、電力消費者。

HOW MUCH 制御可能な分散型電源の容量、周波数変動の抑制量、ピークシフトによる電力
需要削減量。

CONTRIBUTION
再生可能エネルギーの出力変動を吸収し、大規模集中型電源に依存しない需給
調整力を提供する。これにより、電力系統の安定化と地域内でのエネルギー融通

（地産地消）を直接的に推進する。

RISK サイバーセキュリティリスク、通信障害による制御不能リスク、制度設計の変更
リスク。

省エネ・脱炭素住宅および建築設備ソリューション
OUTPUT ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）・ZEBの建築・販売、高断熱建材、高効率空調・給湯システム、

HEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）、省エネリフォームサービス
OUTCOME 居住空間におけるエネルギー消費量の抜本的削減と、快適性を維持したままの省エネ生活の定着

Path
to

Goal

WHAT 高気密・高断熱な住宅や高効率な設備機器の普及により、冷暖房や給湯にかかる
エネルギー需要を物理的に抑制する。

WHO 住宅購入者、リフォーム実施者、マンション居住者などの一般国民。

HOW MUCH 家庭部門からのCO₂排出量を大幅に削減（例：ZEH化によるエネルギー収支ゼ
ロ）し、光熱費削減という経済的メリットも提供する。

CONTRIBUTION 住まいそのものの性能向上により、居住者が無理なく省エネ行動を継続できる
環境を構築し、暮らしの脱炭素化を構造的に実現する。

RISK 建築コストの上昇による普及の停滞や、施工品質のばらつきによる性能未達の
リスク。

強靭な都市・住宅インフラ構築
OUTPUT 耐震・免震構造の建築物、治水対策施設（ダム・堤防・雨水貯留）、高強度建材、および災害リスクを

考慮した都市開発。
OUTCOME 自然災害に対する物理的な防御力を高め、建物の倒壊や浸水被害を未然に防止・軽減する。

Path
to

Goal

WHAT 災害外力に対する耐久性の高い住環境・社会インフラの整備。
WHO 浸水・地震ハザードエリアの居住者、都市利用者。

HOW MUCH 家屋倒壊率や浸水面積の低減、避難所生活の短期化。

CONTRIBUTION 発災時の物理的被害を最小限に抑えることで、地域コミュニティの早期復旧と
安全確保の基盤を提供する。

RISK 想定を超える規模の災害発生（エビデンスリスク）、インフラ老朽化。

IoT・センサーネットワークによるリアルタイム監視システム
OUTPUT 河川水位モニタリングシステム、傾斜・地盤変動検知センサ、防潮堤監視センサ、火災検知ユニット、

風速計測モジュール、現場用IoT環境センサ

OUTCOME 河川の氾濫、土砂崩れ、電気火災などの災害予兆をリアルタイムで検知・可視化することによる、地域
住民の避難時間の確保およびインフラ被害の最小化。

Path
to

Goal

WHAT 多様な環境（河川、斜面、建物内）における物理データ（水位、傾き、放電、風速）を
常時収集・検知する。

WHO 自治体、インフラ管理者、および災害リスクに晒される地域住民。

HOW MUCH 24時間365日のリアルタイム監視により、異常発生から警報発令までのタイム
ラグを大幅に短縮し、避難リードタイムを最大化する。

CONTRIBUTION
従来の人による巡回監視と比較し、広範囲かつ即時性の高いリスク検知を実現
することで、気候変動による急激な自然災害（ゲリラ豪雨等）への対応能力を
底上げする。

RISK センサの故障、通信断絶によるデータ欠損、または誤検知によるオオカミ少年
効果。

OUTPUT：企業の製品やサービス　OUTCOME：事業活動を通じて社会にもたらされる便益や影響　Path to Goal：課題解決に貢献する経路
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⑵ 投資戦略
投資対象企業

「次世代を担う子どもたちのためによりよい社会を残す」という理念のもと、日本社会が抱える「人口構造の変化」、「社会インフラの老朽化」、「気候変動と災害

防止」の3つの課題解決に貢献する企業に投資をします。

3つの課題は日本社会にとって大きな課題であるため、これらの解決に資する企業は大きな成長ポテンシャルを有していると考えています。

投資哲学（社会課題の解決を通じた投資リターンの獲得）
当戦略では、課題解決に資する高い技術力・サービスを有する企業を厳選し

投資を行います。

また、社会課題解決は企業にとって事業機会でもあり、課題解決に資する競争力の

高い企業は持続的且つ安定的な成長が期待できると考えています。

企業価値の構成要素である資本コストは、

“企業固有のリスク＝期待される利益成長のブレ”

を表しているため、

“インパクト＝長期的な成長ファクター”

が明確になることで利益成長の確度が高まり、資本コストが低減し、企業価値の

向上が期待できると考えます。

社会構造の変化（=メガトレンド）に
対してインパクトの大きい製品・
サービスを提供できれば業績は
拡大する

インパクトを意識した経営
事業環境の変化を適切に捉え（E）、
変化に対応するためにサプライ
チェーンを強靭にし（S）、持続的且つ
適切な事業執行体制を整える（G）

ESGを意識した経営

ESG インパクト
－成長機会－

企業の
持続的成長

リスク低減

インパクト増加

要件 ①
日本が直面する大きな社会的課題である

「少子高齢化」、「インフラ老朽化」、「気候変動と
災害」から生じる課題の解決に資する事業を
行っていること

要件 ②
当該事業が長期間に渡って充分に社会的
インパクトを与え続けられる競争優位性・
リスク管理体制が構築されていること

要件 ③
ステークホルダーとの対話姿勢があり、それを
踏まえ柔軟な経営判断を下せる優秀な経営陣
がいること

上記はイメージです。
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運用プロセス
AIを活用したインパクト分析×徹底したボトムアップリサーチで投資企業を厳選。

エンゲージメントを通じてインパクト最大化に貢献します。

定量スクリーニング
●流動性基準、財務基準による絞り込みを実施します。
●サステナビリティ（ESG要素を含む中長期的な持続可能性）に重大な問題が生じた銘柄を除外します。

課題解決に貢献する企業の抽出
“AIを活用したインパクト分析×徹底したボトムアップリサーチ”を掛け合わせ、長期に渡り社会的イン
パクトを創出し続けられる企業を的確に見つけ、組入れ企業を厳選します。

高インパクト銘柄の抽出
インパクトテーマへの貢献度やインパクト創出の持続性等考慮し高インパクト企業を抽出します。

EVA®＊などによる投資魅力度評価
● 企業価値評価を基にしたバリュエーション評価などの観点から組入れ銘柄および比率を決定
します。

インパクトやESG分析、エンゲージメント活動を基に企業ごとのKPIを設定します。
定期的なエンゲージメントを通じてKPIの達成や向上を促します。

インパクトレポートなどを通じて当戦略の活動実績や投資企業がもたらしたインパクトについて定期的に
報告を行います。

＊ EVAとは、投下資本に対するリターンに着目したバリュエーション手法で、P/LだけでなくB/SやCF、事業ポート
フォリオ等企業の価値創造プロセスを総合的に分析し企業の“稼ぐ力”を評価します。

国内上場銘柄

投資適格銘柄

投資候補銘柄

バイリスト

ポートフォリオ

モニタリング
エンゲージメント

レポーティング

継
続
的
な
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

※ 上記は2025年9月末現在の当戦略の運用プロセスであり、今後変更される場合があります。
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AIを活用したインパクト分析
当戦略では、徹底したボトムアップリサーチとAIによるインパクト分析を組み合わせることで、投資先企業を厳選し、インパクト創出と投資リターンの獲得を目指します。
ボトムアップリサーチではファンドマネージャーが、長期にわたるインパクト創出力の有無などの観点から、年間900件程度の調査＊を行っています。また、企業
調査グループおよび責任投資推進室の調査と合わせて多面的に見ることでインパクトを生み出す企業を的確に見つけ出します。
インパクト投資の難しさの一つに、どの企業がどのようなインパクトを生み出すかを網羅的に把握する術がないことが挙げられます。そのため、当戦略では企業が
生み出しうるインパクトを把握するために企業の開示資料を用いてAIによるインパクト分析を行っています。
AIを用いた分析は、
◦網羅的な分析ができる点
◦客観的にアウトカムとインパクトテーマの関連性が明らかになる点
◦再分析が容易なため定期的なアップデートが可能な点
が特徴で、投資先企業の選別に貢献しています。
＊ 担当ファンドマネージャーの取材、説明会、見学会参加件数

AIによる分析（例）
OUTPUTS（事業） OUTCOMES（もたらされるインパクト）

A社
フルオートスクリーニング機
ICT自動化施工技術
IT農業機器

疾患の早期発見・早期治療
農業の生産性向上および品質の向上
建設現場における生産性向上と技能者不足の解消

B社
交通インフラの長寿命化対策
大規模地震対応の耐震補強工事
バリアフリー設備（ホームドアなど）の整備

安全で安心な交通ネットワークの維持
災害対応による社会基盤の強化
利用者の利便性と快適性の向上

C社
廃棄物の中間処理および最終処分サービス
プラスチックリサイクルシステム
食品リサイクルループサービス

環境負荷の低減および廃棄物の削減
地域循環共生圏の構築による地域社会の持続可能性向上
カーボンニュートラルおよび温室効果ガス排出量削減への貢献

D社
大量送排水システム
セキュリティ機材と装置
次世代型防災特殊車輌

災害による被害の軽減
地域社会への安全保障の向上
防災知識と意識の向上による防災体制の強化

E社
省エネルギー建築技術
再生可能エネルギー導入サービス
道の駅の運営

地域の脱炭素社会の推進
熟練技能者の技術継承と若手育成
地域経済の活性化

F社
医療・介護/障害福祉従事者と事業者のマッチング
経営支援プラットフォーム
健康経営支援プラットフォーム

医療・介護/障害福祉の人手不足と偏在の解消
介護/障害福祉事業者の経営改善とサービス品質向上
健康な労働力人口の増加

※上記は例示を目的とするものであり、実際とは異なる場合があります。
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IMM（Impact Measurement and Management）プロセス
インパクトが創出される流れの把握、KPIの設定、継続的な対話を通じて進捗の管理を行います。
当社の日本株運用における最大の強みはリサーチ力だと自負しています。運用を担当するファンドマネージャーだけでなく、企業調査グループや責任投資推進室に
在籍するアナリストも各社と定期的に対話の機会を設けており、事業戦略の妥当性などを精査し、必要に応じてエンゲージメントを行っています。

（KPI設定の例）
インパクト	 ：農産物の安定供給
OUTCOME	：農家の作業時間量・収穫量
OUTPUT	 ：農業機械のICT化率
ACTIVITIY	 ：自動化された農業機械、測量機器の販売量
INPUT	 ：測量・自動操舵技術の精度

企業が掲げるパーパスや
戦略の把握 企業が掲げるパーパスや経営戦略に対する理解を深めます

インプットの確認 企業が保有する資産（設備や人的資本、技術やノウハウなど）を確認。
経営資源のリソース配分等について議論・進言します

アウトプットの確認 インパクト創出に資する製品やサービスの確認やインパクト最大化
に向けた戦略を提案します

アウトカム創出
企業価値向上 もたらされるインパクトの測定及びモニタリングを行います

※上記はイメージ図であり、実際とは異なる場合があります。
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⑶ 投資先企業の紹介
当戦略の投資先企業のうち3社をご紹介します。中小企業のCO₂排出量削減へ貢献している株式会社グリムス（インパクトテーマ：気候変動）、訪問看護の業務支援クラウドを

中心に展開する株式会社eWeLL（インパクトテーマ：人口構造の変化）、施工性の高い土木資材の製造販売を行い、国土強靭化や迅速な災害復旧に貢献している前田工繊株式

会社（インパクトテーマ：社会インフラ老朽化および災害防止）です。

3社とも独自の強みを有しており、課題解決を通じて中長期的な業績成長も見込めると考えています。

3社とは定期的に対話を実施していますが、今回は各社が生み出すアウトプットとアウトカム、今後の戦略や見通しに絞ってお話を伺いました。

株式会社グリムス
同社は、「省エネ・創エネ・蓄エネ」を事業領域として掲げ、太陽光発電システムや蓄電池など、再生可能エネルギー関連商品の販売や電力小売を中心に事業を展開しています。

同社の特徴の一つは、中小企業が主要顧客である点です。

中小企業のCO₂排出量は、2022年の経済産業省の報告によると、日本全体の9-19%を占め、運輸部門（16%）や家庭部門（14%）に匹敵するため、日本社会全体でCO₂削減を

目指すうえでの重要性は大きいと言えます。

中小企業は数が多い反面、個々の企業規模が小さいため営業効率などの観点から大手企業がターゲットとするには難易度が高いです。同社は省エネや再エネに深い知見を有する

だけでなく、中小企業向けの営業ノウハウも豊富なため、中小企業向けに省エネやCO₂削減に資する製品を提供することができ、日本のCO₂削減へ貢献しています。

当戦略では事業用太陽光を中心とした中小企業のCO₂削減への貢献とポテンシャルを評価し、継続的に対話を行っています。

今回は同社が生み出しているインパクトや、持続的にインパクトを生み出し続けるための施策についてお話を伺いました。

御社のメインターゲットである中小企業のCO₂排出量は日本全体の1-2割を占めるため、日本全体のCO₂削減を考えるうえで中小企業は重要な主体だと考えています。
御社の製品・サービスは中小企業の脱炭素化に貢献していると考えていますが、お客さまはどのような点を評価して御社のご提案を採用されるのでしょうか。

Q1

メイン顧客である中小企業では、経済的なメリットから当社の製品・サービスの採用を検討されるお客さまが多いですが、再エネに対する潜在的なニーズも検討を後押し

しています。主力商材である事業用太陽光は、社会の脱炭素だけでなく、お客さまのエネルギーコスト削減に貢献するため、ご評価いただけているのだと考えています。	 

当社は、お客さまとの信頼関係を重視し、「エネルギー領域の情報格差を解消し、お客さまの経営力の改善に貢献すること」を経営理念として掲げ、「事業と会社が成長する

こと＝社会を良くすること」と考えています。そういった意味で、事業用太陽光は当社の理念に合致した商材です。今後もお客さまの経営改善に貢献する事業を展開することで、

お客さまから選ばれ続けられる会社でありたいと考えています。

A

※上記はインパクトテーマの課題解決に取り組む企業との対話の例示を目的とするものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
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エネルギーソリューションのうち、26/3期の事業用太陽光の売上高は前期比約20%の成長を見込んでいますが、今後も20%程度の成長を続けたいと考えています。この
成長率が続くと、削減CO₂貢献量も年間15-16%くらいの増加が期待できます。

A

潜在的な顧客数からすると、御社の脱炭素化への貢献ポテンシャルは大きいと考えています。
対象となる顧客数や、御社の成長スピード＝将来的な脱炭素化への貢献量はどう考えればよいでしょうか。

Q3

営業員数を増やすことに取り組んできましたが、今後はOJTの強化などを通じて育成の強化も図っていきます。創業20周年を機に経営理念を刷新しました。社会的な意義の
ある商品を売っていることが社内で再認識され、営業のモチベーションが高まったと感じています。採用段階でも当社の社会的な意義をアピールすることで人材の強化を図り、
持続的なインパクト創出を目指しています。

A

中小企業は企業数こそ多いものの、各社の規模が小さいため営業面でリーチすることが難しいと言われることがあります。持続的にインパクトを創出するために営業面
でどのような工夫、強みがあるのか、また持続的にインパクトを生み出し続けるためにどのような施策をしているのか教えてください。

Q4

25/3期は1万5,183t-CO₂の削減に貢献しました。これは当社が過去に販売した事業用と住宅用の太陽光発電システムから発電された電力量の推計に基づきます。	  
太陽光発電の課題の一つは、時間帯で発電量に偏りが生じることです。そのため、発電量が多い時間帯には電気を溜めて、発電量が少ない時間帯に有効活用することが求め
られます。参入を公表した系統用蓄電池は、定量的なCO₂削減貢献量の算出は難しいものの、再生可能エネルギーの普及に貢献するため、当事業の環境的な価値も高いと
考えています。

A

御社がお客さまに提案しているサービス・製品が採用されることで、社会のCO₂排出量にどのような影響があるのでしょうか。Q2

【太陽光発電システムの販売によるGHG削減貢献量】
GHG排出量

時間軸
出典 ： 株式会社グリムス

当社が太陽光発電を販売しなかった社会
（ベースライン）

これまでの排出

当社が太陽光発電を販売した社会

GHG削減貢献量

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

年間発電量
（MWh） 9,134 18,634 29,102 35,978

削減貢献量
（t-CO₂） 3,855 7,864 12,281 15,183

出典 ： 株式会社グリムス

※上記はインパクトテーマの課題解決に取り組む企業との対話の例示を目的とするものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
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株式会社eWeLL
同社は「ひとを幸せにする」をミッションに掲げ、持続可能な医療体制の構築に貢献すべく、訪問看護ステーション向け業務支援クラウド「iBow」を中心に在宅医療分野におけるDX
サービスを展開しています。
在宅医療の担い手となる医療従事者は不足しており、慢性期医療の中心的役割を担う訪問看護では、看護師不足と紙カルテによる非効率な業務運用など、課題が山積しています。
同社の主力製品である「iBow」は、訪問記録や計画書作成、レセプト請求、勤怠管理などオペレーション業務を網羅したクラウドサービスで、当製品の活用により訪問看護ステー
ションの訪問件数増加と労働生産性の向上が期待されます。
また、今後は「iBow」で蓄積したデータや、事業者とのネットワークを活かしたプラットフォーム「けあログっと」の展開による医療リソース最適化への貢献も期待されます。「けあ
ログっと」上では、各地域にある訪問看護ステーションの特徴や空き状況をリアルタイムで確認することができるため、円滑な退院支援が可能になります。政府が入院日数の短縮化
を目指す政策を進めており、当サービスの普及は、患者がより適切な受け入れ先で途切れのない医療ケアを受けることに貢献します。
当戦略では、高齢化社会における医療需要の増加と医療人材不足という構造的課題に対し、同社が在宅医療DXを通じて訪問看護の生産性向上と医療資源の最適化、患者QOLの
向上に取り組んでいる点を評価しています。

【改善例（1日）】

導入前

訪問
3回
3h

他事務作業
1h

申し送り2回
1h

記録作成
1h

移動6回
1h

訪問準備
1h

導入後

訪問
6回
6h

移動6回
1h

訪問準備
1h

在宅医療業界が抱える最大の課題は、圧倒的な供給力不足です。看護師数は慢性的に不足していますし、事務
作業の負担の重さも供給力不足を助長していると考えています。	  
我々はこれらの課題の解決を目指して、「iBow」をローンチしました。「iBow」では、作業負担が重たい訪問記録の
作成や、制度の複雑さから誤りや漏れが起こりやすいレセプト請求までもを一貫したシステム上で記入、管理
することができます。事務作業の負担軽減から、「iBow」導入前は平均3件/日だった訪問件数が、6件/日まで
増やすことができるなど、現場の生産性を高めます。新しく導入したAIによる訪問看護計画書と報告書の自動
作成機能も好評をいただいています。
また、「iBow」以外には事務作業を請け負う「BPaaS」も展開しています。訪問看護は平均５人程度で事業所が
運営されており、その中の１名である責任者が請求事務まで対応している例は少なくありません。当サービスは
その事務負担を、「iBow」シリーズを使ってeWeLLが対応するため、よりリソースを本業へまわすことができ、
また請求ミスも大幅な削減が可能となります。	  
このようなサービスを通じて、在宅医療業界の労働力不足、生産性の改善という課題解決への貢献を目指して
います。

※上記はインパクトテーマの課題解決に取り組む企業との対話の例示を目的とするものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。

A

高齢化の進展を背景に、今後も医療需要が増加することが見込まれますが、人材や病床など病院が有するリソースには限りがあるため、在宅医療の重要性、ニーズは
一層高まると考えています。在宅医療が抱える課題にはどのようなものがあるのか、整理していただけないでしょうか。また、御社のサービスがどのように課題解決に貢献
しているのでしょうか。

Q1

出典： 株式会社eWeLL
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今後本格的な展開が期待されるデータビジネスについても教えてください。御社が有するデータや、事業者とのネットワークは活用の余地が大きいと考えています。Q2

当社は全国で累計92万人、9,400万件以上の訪問看護記録データ（2025.12時点）を持っています。看護記録は、日々の病気の進行状況や、薬の副作用のデータなど、長期的・
継続的な慢性期医療のデータであるため活用の余地が大きいと考えています。	  
データを活用した事業の一つに退院支援に活用できる「けあログっと」があります。これは当社が持つデータと訪問看護ステーションのネットワークを活かしたサービスで、
病院の退院支援の担当者は「けあログっと」上で訪問看護ステーションの特徴や空き状況を確認することができます。これにより病院は退院支援業務を効率化させることが
できますし、多職種連携の加算を得られるメリットもあります。また、訪問看護ステーション側も受け入れ患者数が増えるなどのメリットがあります。	  

「けあログっと」は今後数年かけて本格的な展開を行っていく予定です。

A

Q1-2を通じて御社のサービスが課題にどのように貢献するのかよく理解できました。今後の成長スピード＝課題への貢献度の見込みを教えてください。Q3

「iBow」の現在の導入率は18.７%（2025年12月末時点）ですが、近い将来には25%程度まで引き上げたいと考えています。	  
先ほど申し上げたように、「iBow」を活用すれば業務全般の効率化により一日あたりの訪問件数は倍増するため、導入率向上は人手不足の解消に貢献すると考えています。
また、「iBow」の導入以外に、データビジネスの拡大でも業界の生産性向上に貢献していきます。

A

出典：株式会社 eWeLL

【「けあログっと」の概要】

※上記はインパクトテーマの課題解決に取り組む企業との対話の例示を目的とするものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
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前田工繊株式会社
同社は祖業の繊維加工で培った技術を活かした産業用の繊維資材や、M&Aにより獲得した自動車用軽合金鍛造ホイールを中心に事業を展開しています。
繊維資材の主力製品は土木資材で、補強土壁や法面保護材などを展開しています。
同社の土木資材の特徴の一つは、従来コンクリートや金属資材を用いて行われてきた土木工事の一部を、機能性の高い繊維資材に置き換えることで、施工プロセスの効率化に
貢献する点です。軽量な繊維土木製品は、現場での重機作業や人力作業の負荷を軽減しやすく、工程の削減や工期短縮に資するため、省力化と安全性向上に加え、災害時の被災地
における早期復旧にも貢献しています。
また、M&A戦略も特徴的です。同社のM&Aの対象は、技術力はあるものの承継問題や販路拡大などに課題がある「モノづくり企業」で、買収後は雇用を維持しつつ、同社の経営
ノウハウを注入し事業を拡大させることで、地方経済の活性化にも貢献しています。
当戦略では、同社の繊維土木資材が建設現場の持続可能性向上や、被災地の早期復旧、レジリエンス向上に繋がる点を評価しています。

垂直擁壁の背面盛土の補強 緑化急勾配盛土の補強 緩斜面高盛土の補強

当社の代表的な繊維土木製品は、盛土補強材のアデムや、河川の根固めなどに
使われる袋材のパワフルユニットなどです。	  
繊維土木製品の特長は、強度が強く施工性に優れる点です。	  
例えば、盛土補強を行う場合、従来工法だとコンクリートと鉄で補強を行います。
この工法の課題は、重機が必要になるため斜面での施工が難しいことや、コンク
リートは堅牢性があるものの地震などの強いショックに弱い点、鉄は酸性の
土が多い日本では錆びやすい点などにあります。一方、アデムはアラミド繊維
という軽量さと強靭さを兼ね備えた素材でできたネット状の資材であるため、
取り回しに優れるうえ、従来工法に比べ震災にも強く、酸にも耐性があります。
こうした点をご評価いただき採用が進んでいると考えています。	  
パワフルユニットは、ポリエステル繊維を使用した網地の袋材です。耐久性に
優れていることや施工性がよいことなどが特長で、主には河川が氾濫した際の
緊急用の水防や、海岸堤防の根固めなどに活用されています。また、従来工法と
比べコストを半分程度に抑えられる点や、コンクリートのガラや自然石をパワ
フルユニットに入れて活用できる点もメリットです。

A

繊維土木製品とはどのような製品か教えてください。
また、それらが、現場作業の軽減や災害復旧にどのように貢献するのかを、従来製品・工法との比較で教えてください。

Q1

出典：前田工繊

アデムの施工イメージ

施工後 施工後

パワフルユニット パワフルユニットの施工イメージ

※上記はインパクトテーマの課題解決に取り組む企業との対話の例示を目的とするものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
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御社の製品は、道路・河川・港湾・法面など、多様なインフラ領域で採用されていると理解しています。
今後開拓余地が大きいと考えている領域はどこでしょうか。

Q2

国土強靭化に資する製品はまだまだ拡充させる余地があると考えています。	  
当社はオーガニックな成長に加えてM&Aも活用しながら成長してきました。	  
繊維土木製品は、小さな市場の集合体であることや、研究開発に時間を要することもあって、この分野に特化した大手企業はあまりありません。ただ、当社が有していない
知見や製品を持つ企業も多くあるため、事業買収の余地があると考えています。例えば、2025年に買収した三井化学産資（現：前田工繊産資）などが例として挙げられます。	
買収後は当社が持つ生産や営業のノウハウと混ぜ合わせることで日本の国土強靭化への貢献度を高めることができると考えています。	  
また、海外事業は、現状は日本向けの生産輸出や、ODAによる輸出にとどまりますが、東南アジアはインフラ整備の途上にあるうえ、防災や減災のニーズが大きいため、東南
アジアのビジネスを拡大させることも検討しています。

A

優れた技術を有する企業がM&Aの検討対象です。そのような会社に対して先ほど申し上げた通り、当社が持つ
販路や生産ノウハウを混ぜ合わせることで事業の拡大を図っています。	  
例えば、2013年に買収した自動車用軽合金鍛造ホイールの製造・販売を手掛けるワシ工業、ワシマイヤー（現BBS
ジャパン）は、技術力とブランド力を有する企業でしたが、生産効率や物流面で課題を抱えていました。買収後は
生産ラインの改善などに累計で200億円以上の投資を行った結果、従業員数は買収時の百数十名から約300名に
増え、売上は約40億円から250億円程度に成長しました。また、労働環境の整備も併せて行うことで、地元の雇用
創出に加え、従業員の満足度も向上したと考えています。

A

御社はM&Aを通じて地方経済の活性化にも貢献していると考えています。M&Aのご方針や、御社のM&Aが地元経済、買収先の従業員にどのような影響を与えているか
教えてください。

Q3

出典：前田工繊

BBSジャパン四日市工場

※上記はインパクトテーマの課題解決に取り組む企業との対話の例示を目的とするものであり、個別銘柄を推奨するものではありません。
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Ⅱ SMDAMインパクトマップ
インパクト投資の課題の一つに、日本社会に即したデータセットや分析ツールが不足している点が挙げられます。そこで当社ではインパクト投資のインベストメント
チェーン強化に貢献すべく、IMMや企業開示で活用することを念頭に置いたデータ指標セット「SMDAMインパクトマップ」を作成しました。
SMDAMインパクトマップでは、グローバルに活用されている「IRIS+」＊の設計を取り入れつつ、日本の社会課題（インパクトテーマ）や目指すべき姿（ストラテジック
ゴール）を特定したうえで、それらに貢献する事業（アウトプット）と、アウトプットが貢献する経路を示しています。
SMDAMインパクトマップの特徴は、官公庁が発行した文書や企業開示などに対してAIを用いることで網羅的且つ客観的に分析を行っている点、日本社会全体の
マクロ的な分析と企業開示をベースにしたミクロ的な分析を掛け合わせている点にあります。

インパクトテーマとストラテジックゴールの特定
SMDAMインパクトマップの作成にあたり、まず29の日本の社会課題（インパクトテーマ）と53の目指すべき姿（ストラテジックゴール）を特定しました。
また、インパクトカテゴリーはIRIS+で設定されているカテゴリーを使用することで他のデータ指標セットとの比較可能性も担保しています。
水素やアンモニアなどのグローバルで導入が目指されている次世代エネルギー技術に関する記載もあれば、省人化や老朽化した社会インフラの維持・更新、自然
災害に強いインフラの構築の促進など、日本社会で強く求められている項目もあり、幅広いインパクトテーマとストラテジックゴールを特定することができました。

Impact Category Impact Theme Strategic Goal Indicator Name Unit

Employment 持続的な賃上げと
労働生産性向上

デジタル技術やAI、省人化設備の導入等を通じて、労働生産性を向上させ、
付加価値の高い業務への転換を促進する。

労働生産性上昇率 %

デジタル技術（AI、IoT、省人化設備等）を導入した
企業の割合 %

Energy エネルギー供給網の
強靭化

自然災害に強いレジリエントな電力供給網を構築し、大規模災害時においても
電力供給を維持・早期復旧を可能にする。 災害時における電力供給停止時間の削減率 %

蓄電池、VPP等、エネルギーの効率化に資する分散型システムの導入を促進し、
電力系統の安定化とエネルギーの地産地消を推進する。

蓄電池導入量 MWh

VPP（バーチャルパワープラント）導入件数 件

Health

医療・介護DXの推進 医療・介護分野におけるデータ連携やデジタル技術の活用を推進し、効率的で
質の高いサービス提供を実現する。

電子カルテ普及率 %

オンライン診療実施医療機関数 施設数

健康寿命延伸と
予防医療強化

遠隔医療やオンライン診療の普及を促進し、地域や状況に依存しない医療アク
セスを確保する。

オンライン診療実施医療機関数 施設数

医療提供施設へのアクセスが困難な地域に住む
人口の割合 %

Infrastructure レジリエントな
社会インフラの構築

老朽化した社会インフラの効率的な維持管理・更新を実現し、持続可能なイン
フラ機能を提供する。

供用年数50年以上経過したインフラ施設の割合 %

予防保全型メンテナンスへの転換率 %

自然災害に強いインフラの構築を推進し、安全で持続可能な社会を実現する。
災害に強いインフラ整備率 %

災害時におけるインフラ機能停止時間の削減率 %

＊ IRIS+とは、インパクト投資推進の国際イニシアチブGlobal Impact Investing Network(GIIN)が発表した投資家向けのインパクト測定ツール

網羅性と客観性を担保

官公庁発行の
日本経済・社会に
関する文書など

IMM手法の確からしさを担保

IRIS+の設計思想
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ストラテジックゴールに貢献する代表的なアウトプット/アウトカムと経路分析
SMDAMインパクトマップの特徴の一つに、ストラテジックゴールに貢献する

アウトプットおよびアウトカムと、貢献する経路の分析を行っている点が挙げ

られます。

この分析は、官公庁の資料を基にしたマクロ的な分析（インパクトテーマとスト

ラテジックゴールの特定）と、企業開示を基にしたミクロ的な分析（企業が生み

出すアウトプットとアウトカムの特定）を掛け合わせることで実現しました。

Ⅰ ⑴ インパクトテーマで示したそれぞれのテーマへの貢献が見込まれるアウト

プットの例と経路（P6,8,10）は本分析により特定されたものの一部です。

本分析は、投資家が多様なインパクトテーマに沿って企業を探索・抽出する

際や、企業が開示項目やあり方を検討する際も有用であると考えています。

建設・インフラDX（i-Construction）

OUTPUT ICT建機、遠隔操作ロボット、ドローン測量・点検システム、3次元施工管理
ソフトウェア

OUTCOME 建設現場における「きつい・危険」な作業の代替、施工精度の向上、および
工期短縮

Path
to

Goal

WHAT 建設機械の自動運転やドローンによる測量・点検を
導入し、現場作業のデジタル化と省人化を推進する。

WHO 建設業の技能労働者、現場監督。

HOW MUCH 熟練技術者不足を補いながら、施工管理の効率化と
安全性を大幅に向上させる。

CONTRIBUTION
現場作業の負担軽減と効率化により、労働者がより
高度な施工管理や安全管理などの付加価値業務に注力
できるようにし、建設産業の持続可能性を高める。

RISK 現場ごとの環境の違いによる適用制限、通信環境の
安定性、法規制の壁。

物流・サプライチェーン自動化ソリューション

OUTPUT 自動搬送ロボット（AGV/AMR）、倉庫管理システム（WMS）、自動仕分け機、
求貨求車プラットフォーム

OUTCOME 物流倉庫内のピッキング・搬送作業の無人化、配送ルートの最適化、および
ドライバー不足の緩和

Path
to

Goal

WHAT 物流センター内の作業や輸配送業務にロボティクスや
AIを導入し、物理的な移動や管理業務を自動化する。

WHO 物流・倉庫業の作業員、トラックドライバー。

HOW MUCH 物流波動への対応力を高めつつ、庫内作業の人員削減と
配送効率の向上を実現する。

CONTRIBUTION
労働集約的な物流業務を効率化することで、深刻な人手
不足（2024年問題等）を解決し、サプライチェーン全体
の生産性を向上させる。

RISK 導入コストと回収期間のバランス、システム障害時の
業務停止リスク。

Strategic
Goal

デジタル技術やAI、省人化設備の導入等を通じて、労働生産性を向上させ、
付加価値の高い業務への転換を促進する。

製造・ファクトリーオートメーション（FA）システム

OUTPUT 産業用ロボット、協働ロボット、高精度工作機械、AI外観検査装置、IoT生産管
理システム

OUTCOME 製造現場における省人化、生産プロセスの自動化、および品質の安定化

Path
to

Goal

WHAT 組立、加工、検査、搬送などの製造工程にロボットやAI
技術を導入し、作業の自動化と高度化を実現する。

WHO 製造業の現場作業員、生産管理者。

HOW MUCH 生産ラインの稼働率を最大化し、不良品率を低減させる
とともに、人手不足を補う大規模な省人化を実現する。

CONTRIBUTION

危険作業や反復作業を機械が代替することで、熟練工の
技能継承や生産プロセス改善といった高付加価値業務
へ人的リソースをシフトさせ、製造業の競争力を強化
する。

RISK 初期投資の大きさ、既存ラインとの統合の複雑さ、専門
技術者の不足。

OUTPUT：企業の製品やサービス　OUTCOME：事業活動を通じて社会にもたらされる便益や影響　Path to Goal：課題解決に貢献する経路
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インパクトカテゴリー別ストラテジックゴール数の分布
SMDAMインパクトマップでは重要度が高いインパクトテーマにはより多くの

ストラテジックゴールを設定しています。

ストラテジックゴールの数から日本の重要な社会課題を特定したところ、エネ

ルギー関連やインフラ関連、雇用関連の課題が大きいことが特定されました。

インパクトカテゴリー別のアウトプット分布
2025年12月時点のTOPIX構成企業1667社のうち、1393社のアウトプット

（企業の製品やサービス）およびアウトカム（アウトプットから生み出させる社会的

な影響）を最大3つずつ特定しました。

それらが貢献すると見込まれるインパクトテーマを分析したところ、貢献する

アウトプットが多いのは、エネルギー関連、雇用関連およびインフラ関連でした。

これらは、SMDAMインパクトマップにおいて重要度が高いと判断された上位

3テーマと合致しています。

合致する理由は、規模が大きい社会課題は企業にとって大きな事業機会で

あって、企業も意欲的に事業を展開しているからであると考えています。その

ため、インパクトテーマの関連分野で高い競争力を有する企業は、重要な社会

課題の解決に貢献するだけでなく、業績の成長にも期待できると考えています。

Agriculture
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Education
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Health
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運用成果
2025年を振り返ると、賃金と物価が上昇する好循環が生まれたこと、生産性向上に向けた

民間投資の拡大に加え、防衛や対米投資などの官製需要も旺盛であったことなどを背景に

日本経済は堅調に推移し、TOPIX（東証株価指数）も上昇しました。ただ、米国の関税政策や

国内政治の変化といった政治的な不安定さ、地政学リスクの高まりなどにより、先行きが

見通しにくく、値動きの激しい展開となりました。

そのような環境下で、“社会課題の解決に資する競争力の高い企業”＝“中長期的な業績成長

確度が高い企業”に厳選投資をしたことで、当戦略は2024年11月の運用開始以来、概ね良好な

成果をあげることができました。今後も当社の強みであるリサーチ力を生かして、社会課題の

解決と投資リターン獲得の両立を目指していきます。

【当戦略の運用成果】

※2024年11月29日（当戦略の運用開始日）～2025年12月30日。日次ベース。
　2024年11月29日を100として指数化。
出典：Bloombergのデータなどを基に三井住友DSアセットマネジメント作成。
※上記は過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

※当戦略のポートフォリオ。2025年12月末時点。大和poetのデータを元に三井住友DSアセットマネジメント作成。
※上記は過去のデータに基づき作成したものであり、当戦略の将来の運用成果および当該銘柄の投資成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

【業種別組入比率】 【ポートフォリオ リスク特性】
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重要な注意事項

投資顧問契約および投資一任契約についてのご注意（リスク、費用）

投資顧問契約および投資一任契約にかかるリスクについて

　投資一任契約に基づき投資する又は投資顧問契約に基づき助言を行う金融商品・金融派生商品は、金利・
通貨の価格・金融商品市場における相場その他の指標の変動により損失が生じるおそれがあります。
　変動要因としては、有価証券等の価格変動リスク又は発行体等の信用リスク、金利や金融市場の変動
リスク、十分な流動性の下で取引を行うことができない流動性リスク等（外貨建て資産に投資する場合は
為替変動リスク等）があります。
　したがって、お客さまの投資元本は保証されているものではなく、金融商品等の価値の下落により、投資
元本を割り込むことがあります。
　受託資産の運用に関して信用取引または先物・オプション取引（以下デリバティブ取引等）を利用する場合、
デリバティブ取引等の額は委託証拠金その他の保証金（以下委託証拠金等）の額を上回る可能性があり、
金利・通貨の価格・金融商品市場における相場その他の指標の変動により委託証拠金等を上回る損失が
発生する可能性があります。
　委託証拠金等の額や計算方法は多様な取引の態様や取引相手に応じて異なるため、デリバティブ取引等の
額の当該委託証拠金等に対する比率を表示することはできません。

投資顧問契約および投資一任契約にかかる手数料等について

投資顧問報酬
　投資顧問契約及び投資一任契約に係る報酬として、契約資産額（投資顧問報酬の計算に使用する基準額）
に対してあらかじめ定めた料率*を乗じた金額を固定報酬としてご負担いただきます。
＊ �上記料率は、お客さまとの契約内容及び運用状況等により異なりますので、あらかじめ記載することができません。契約資産額・

計算方法の詳細は、お客さまとの協議により別途定めます。また、契約内容によっては上記固定報酬に加え成功報酬をご負担いた
だく場合もあります。

その他の手数料等
　上記投資顧問報酬のほか、以下の手数料等が発生します。
　受託資産でご負担いただく金融商品等の売買手数料等
　投資一任契約に基づき投資信託を組み入れる場合、受託資産でご負担いただくものとして信託財産
留保額等、並びに信託財産から控除されるものとして信託報酬及び信託事務の諸費用※等
　投資一任契約に基づき外国籍投資信託を組み入れる場合、信託財産から控除されるものとして外国運用
会社に対する運用報酬・成功報酬、投資信託管理・保管会社に対する管理・保管手数料、トラスティ報酬、
監査費用及びその他投資信託運営費用等
※�投資一任契約資産に投資信託を組み入れる場合、若しくは組み入れることを前提とする投資信託の場合の諸費用には、投資信託の

監査費用を含みます。

　これらの手数料等は、取引内容等により金額が決定し、その発生若しくは請求の都度費用として認識される
ため、又は運用状況等により変動するため、その上限額及び計算方法を記載することができません。
　なお、お客さまにご負担いただく上記投資顧問報酬及びその他の手数料等の合計額、その上限額及び
計算方法等は、上記同様の理由によりあらかじめ記載することができません。

【ご注意】�上記のリスクや手数料等は、契約内容及び運用状況等により異なりますので、契約を締結される際には、事前に契約締結前
交付書面によりご確認下さい。

［2025年9月30日現在］

投資顧問のお客さまへ

◦�当資料は当社が提供できる商品の一部に関する情報をご紹介するために作成されたものであり、金融
商品取引法に基づく開示書類ではありません。

◦�当資料に記載されているリターン及びリスクは、過去のデータ及び当社の現時点の経済見通し等に
基づいて算出したものであり、将来のリターンやリスク等を保証するものではありません。

◦�当資料に記載されているシミュレーション等、実際のファンド以外の収益率データ等には、実際の運用に
必要な報酬、取引手数料、リバランス・コスト等が反映されておりません。

◦�当資料に記載されている運用商品・手法等は、将来の運用成果又は元本を保証するものではなく、投資
により損失が発生する可能性があります。そして、損失を含めた全ての運用成果はお客さまに帰属する
ことになります。

◦�当資料に記載されている市場の見通し等は、当資料作成時点での見解であり、将来の動向や結果を保証
するものではありません。また、当社の投資方針に反映されない場合又は将来予告なしに変更する場合も
あります。

◦�当資料に記載されている第三者による評価等は、過去の一定期間の実績を分析したものであり、将来の
運用成果等を保証するものではありません。

◦�当資料に記載されているベンチマークインデックスの知的所有権その他一切の権利は、その発行者及び
許諾者に帰属します。

◦�当資料は、信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、当社はその完全性・正確性に関する
責任を負いません。

◦�当資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。当資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製
又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。



投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）

投資信託にかかるリスクについて

　投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動も
あります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
　運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資
信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証するものでも
ありません。

投資信託に係る費用について

　ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。

■ 直接ご負担いただく費用
購入時手数料：上限3.85％（税込）　 換金（解約）手数料：上限1.10%（税込） 信託財産留保額：上限0.50%

■ 投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用
信託報酬：上限 年 2.255％（税込）

■ その他費用
　監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税等相当額
を含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費用等が信託財産から支払われます。また、投資
信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を
組み入れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用
報酬、投資資産の取引費用等が発生します。これらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により
金額が決定し、運用の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算方法等を具体的には記載でき
ません。
※�なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の

理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。

【ご注意】�上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、
三井住友DSアセットマネジメントが運用するすべての投資信託における、それぞれの費用の最高の料率を記載しております。
投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡し
する投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面等を必ず事前にご覧ください。	  
投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また
登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。	  
投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。

［2025年9月30日現在］

作成基準日：2025年12月31日

投資信託の販売会社、個人投資家の皆さまへ

◦�当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、
生命保険、株式、債券等の売買を推奨・勧誘するものではありません。

◦�当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。
◦�当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
◦�当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績および将来の予想

であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。
◦�当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を

保証するものではありません。
◦�当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その

発行者および許諾者に帰属します。
◦�当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。
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